
























































































① ② ③ ④ 
大阪高決 東京高決 鳥取家米子支審 大阪家審
日百32. 9 . 17 8(133. 5 . 19 昭41.12. 15 日百42. 9 . 26 









































































大阪家審 ｜神戸家尼崎支審 ｜大阪高決 ｜横浜家審 ｜大阪家堺支審
昭49. 3 . 26 I 昭54.11. 27 I昭55. 2 . 26 I昭37. 8 . 25 I BB39. 6 . 11
家月27. 3 . 70 ｜家月32. 9 . 35 ｜家月32. 9 . 32 ｜家月15. 6. 48 ｜家月16.11. 156 
?? ? ?? ?




































y 公認会計士 IY 会社代表役員
約200,000円 I 454, 730円
X1事務員 I X1パート I X1収入
50,000円｜約40,000円 I 45,ooo円
y 銀行員 IY 運転手
70,000円 I 34,ooo円
（ボー ナス別） I X1工員
X1 なし I s,ooo円
（生活保護）
40,000円 1100 ,000円 ｜取り消し












































子供3人 別居14年 別居5年10ヶ月 別居5年5ヶ月
（いずれも成人） 両親が X1と離婚 Yの不貞破綻 子供3人
しAとの結婚をす 子供1人 (13,10, 6才）
すめる (22才身障者） Yの不貞、性格不
子供1人（小4) 一致により破綻








83,500円 121,896円 153,500円 183,857円
x なし X1 なし おなし X1 内職
6,000円
20,000円 55,000円 60,000円 90,000円
即時 104,000円 （家賃15,00円含む） （宿舎費除く） 即時 390,000円
諸般の事情 労研按分配分 即時 90,000円 労研按分配分
労研按分配分
否定 否定 否定 否定
一322-
⑬！⑮ l⑬｜⑫｜⑬ 
東京高決 ｜那覇家コザ支審 ｜大阪高決 ｜東京家審 ｜東京家審
昭52. 9 . 30 I昭53. 3. 7 I昭32.12. 27 I昭34. 6 . 16 I昭37. 8 . 14









































































昭38. 9. 2 
⑫｜⑫ 
熊本家審 ｜大阪家審


















y 運転手 Y 教師 y 会社員 y 工場長待遇 y 公務員
66,000円 69 ,057円 47 ,367円 132,000円 33,400円
X1 内職 X1教師 X1 事務員 X1 なし X1保母
10,000円～ 39,948円 10,000円 15 ,000円
15,000円
15,000円 子供1人に対し 25,000円 40,000円 X1有責不要
ボーナス時 3,000円 ボーナス時 即時 630,000円 X2X3計5,000円
6月 20,000円 即時 263,000円 7月 20,000円 実費及び諸般の事 即時 187,548円
12月 30,000円 実費 12月 30,000円 ’情 諸般の事情
諸般の事情 (X1一部有責減額） 諸般の事情






































家月21. 4. 154 I家月25.11. 98 家月26. 9. 73 
X1 y A I安 A " OTムー01J:ご〉
ご 10 6ムム
















































































































































































































































69,057×o. 8=55, 245 
39,948×0.8=31, 958 
95+95 
(55,245十31,958）× n「 I Ar- ’司八戸， nハー31,958=20, 640 
(b) 内妻の生活費を留保した場合
95十95
























































































































































































































































































（お） 中川 淳「内縁保護と届出婚主義」法学セミナー 205号68頁。
凶 明山和夫「重婚的内縁の考え方」判例時報753号（判例評論 189号） 119, 120頁。
側於保不二雄「有婦の男子と悪意にて事実婚を為したる女子の貞操探聞に因る損害賠
償の請求」法学論叢44巻1号186頁。
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ついて，一応の納得ある解決がなされず，法律上の妻が真面白に婚姻回復を望
むかぎり，いつまでも内妻は保護されないということになる。その点で，法律
婚の態様を客観的に判断して婚姻破綻を認定し，家族法における事実の先行性
の原則から重婚的内縁の保護をはかろうとする説が論理的である。
しかし，婚姻破綻の認定基準が明確でないから，事実婚の成立とし、う既成事
実によって容易に法律婚の破綻が認定され，法律上の妻の保護が軽くみられる
のではないかという懸念もある。また，婚姻破綻の基準を明確にすることは必
ずしも容易でないし，破綻原因を相互に暴露し合うことは，プライパシーの保
護の面でも適当ではなし、。したがって，法律婚の一定期間の破綻別居により，
事実婚の保護いかんを判断するのが妥当のように思う。
第三に，それでは， どの程度の別居期間で認容できるであろうか。学説で
制
は，付）離婚原因（民法770条1項3号〉に準じて長期3年を基準とする説，（ロ）
イギリスの離婚要件にならって，明示の離婚意思あるとき 2年，黙示のとき 5
的
年とする説，付事実婚の成熟を必要期間として，同棲期間が10年以上のとき保
ω 
護しうるとする説，付実務上では，社会保険給付について，社会保険庁の通牒
倒
が10年程度以上の別居期聞を保護基準として示している。
離婚意思の有無で2年叉は5年とする説は，外国の立法例を根拠として，離
婚について立法措置を考える場合には示唆を与えるが，現行法の解釈として必
ずしも説得的ではないであろう。 10年間の経過で保護を考える説は10年という
区切りが社会通念上の区切りとし一般性をもちやすいが少し長いように思う。
現行法で何らかの根拠を求めるとすれば，夫婦関係の解消であるから，離婚原
側太田武男「内縁と外縁ーーとくに重婚的内縁の保護基準についてJ『民法学の基礎
的課題下』 275頁注（2)(4）。
仰高橋敏「重婚的内縁保護の現状と保護基準」経済と法（専修大学〉第8号72頁。
邸） 山脇貞司「妻の婚姻費用分担請求に対し，夫と同棲中の他女の生活費を，夫方の生
活費として算入することの可否」香川大学経済論叢42巻5号113頁。
側二宮周平「社会保険における重婚的内縁の妻の権利」（1）松山商大論集32巻 6号
120頁参照。
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因に求めるのが，適当のように思う。しかし， 3年で法律婚の効果をすべて割
り切ることが法律上の妻の保護に問題があるとすれば，法律上の妻が真撃に婚
姻継続を望み，離婚後の事後措置（子の監護，財産分与，慰籍料〉が解決され
ていない場合には民法30条の失綜宣告の規定を類推して， 7年以上の別居期間
をもう一つの要件とすることも考えられる。人間の生死が7年間の行方不明で
失綜宣告により決定されるとしたら，婚姻の共同生活の廃絶もそれに準じて考
えてよいであろう。
もっとも，婚姻の効果といった場合に，それは離婚しなし、かぎり消滅しな
い。氏，相続権，子の嫡出性などは法律上の妻の権利として継続するO しかし，
夫婦の共同生活のあることを実態として認められている婚姻の効果は，離婚に
消極的意思あるが積極的回復の姿勢なく離婚後の事後措置の一応の解決がある
とき 3年，離婚に積極的反対意思があり離婚後の事後措置の解決がないとき 7
年とし、う期間で事実婚の保護を考えてもよいのではないか。本来は，このよう
な期間内に有責配偶者の離婚請求が認容されることが望ましし、。しかし，有責
配偶者の離婚請求が認容されていない状況の下では，その法技術概念として重
婚的内縁の保護が考えられてよし、。重婚的内縁は一夫一婦制を前提とするかぎ
り，法律婚との相対的関係で保護を考えるもので，普通の内縁のように保護基
準も画一的ではなし、。具体的保護法益によって保護基準は必ずしも同一でない
であろう。しかし，婚姻法における破綻主義の原則からいえば，法律上の妻が
回復を望み続けるかぎり，いつまでも事実上の妻は保護されないということは
好ましくなく，一定期間で客観的に判断することは必要なように思う。
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